
補

正

予

算

◎
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
に
２
３
０
０
万

円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額

を
８
７
２
億
２
３
０
０
万
円
と
し
た
。

条
例
の
一
部
改
正

◎
専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に

つ
い
て
（
市
税
条
例
の
一
部
改
正
）

【
全
員
賛
成
・
承
認
】

　
地
方
税
法
の
改
正
に
伴
い
、
所
要
の

改
正
を
行
っ
た
。

◎
専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に

つ
い
て
（
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一

部
改
正
）
【
全
員
賛
成
・
承
認
】

　
地
方
税
法
施
行
令
等
の
改
正
に
伴
い
、

所
要
の
改
正
を
行
っ
た
。

◎
市
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
一
部
免

責
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
の
制
定
に
つ
い
て

【
賛
成
多
数
・
可
決
】

　
地
方
自
治
法
等
の
改
正
に
伴
い
、
引

用
条
項
を
改
め
る
た
め
、
改
正
を
行
っ

た
。

◎
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

の
制
定
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
地
方
自
治
法
の
改
正
に
伴
い
、
個
人

の
市
民
税
に
係
る
公
的
年
金
等
受
給
者

の
扶
養
親
族
等
申
告
書
を
提
出
す
べ
き

者
、
固
定
資
産
税
の
免
税
点
、
住
宅
借

入
金
等
特
別
税
額
控
除
の
規
定
及
び
優

良
住
宅
地
の
造
成
等
の
た
め
に
土
地
等

を
譲
渡
し
た
場
合
の
長
期
譲
渡
所
得
に

係
る
市
民
税
の
課
税
の
特
例
を
改
め
る

と
と
も
に
、
そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行

っ
た
。

◎
介
護
保
険
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
の
制
定
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
令
和
７
年
度
分
の
市
町
村
民
税
が
課

さ
れ
て
い
な
い
者
に
関
し
、
令
和
８
年

度
の
保
険
料
に
係
る
減
額
の
特
例
に
つ

い
て
規
定
す
る
た
め
、
改
正
を
行
っ
た
。

◎
下
水
道
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定
に

つ
い
て
【
賛
成
多
数
・
可
決
】

　
地
方
自
治
法
の
改
正
に
伴
い
、
引
用

条
項
を
改
め
る
た
め
、
改
正
を
行
っ
た
。

◎
監
査
委
員
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
の
制
定
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
地
方
自
治
法
の
改
正
に
伴
い
、
引
用

条
項
を
改
め
る
た
め
、
改
正
を
行
っ
た
。

そ

の

他

◎
市
道
路
線
の
認
定
に
つ
い
て

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

　
市
道
第
６
―
１
０
９
号
線
、
市
道
第

６
―
１
１
０
号
線
を
認
定
し
た
。

発

議

◎
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
堅
持

に
関
す
る
意
見
書

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

◎
国
に
お
け
る
令
和
９
年
度
教
育
予
算

拡
充
に
関
す
る
意
見
書

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

◎
議
員
と
市
職
員
と
の
適
正
な
関
係
の

確
保
及
び
再
発
防
止
に
関
す
る
決
議

【
全
員
賛
成
・
可
決
】

報

告

◎
寄
附
受
入
れ
に
つ
い
て
の
報
告

（
令
和
８
年
１
月
１
日
か
ら
令
和
８
年

４
月
30
日
ま
で
）

◎
継
続
費
繰
越
計
算
書
に
つ
い
て

◎
繰
越
明
許
費
繰
越
計
算
書
に
つ
い
て

◎
事
故
繰
越
し
繰
越
計
算
書
に
つ
い
て

◎
下
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

に
つ
い
て

◎
専
決
処
分
の
報
告
（
訴
え
の
提
起
１

件
、
損
害
賠
償
の
額
の
決
定
及
び
和
解

１
件
）

◎
例
月
出
納
検
査
の
結
果
報
告

（
１
月
、
２
月
、
３
月
、
４
月
分
）

◎
例
月
出
納
検
査
の
結
果
報
告
の
訂
正

（
令
和
７
年
４
月
か
ら
12
月
分
）

◎
定
期
監
査
の
結
果
報
告

（
総
務
部
、
健
康
こ
ど
も
部
、
教
育
総

務
部
・
小
中
学
校
）

◎
令
和
７
年
度
工
事
監
査
の
結
果
報
告

◎
浦
安
市
職
員
措
置
請
求(

住
民
監
査

請
求)

の
要
旨
の
送
付
に
つ
い
て

◎
浦
安
市
職
員
措
置
請
求
に
基
づ
く
監

査
の
結
果
に
つ
い
て

※令和8年第２回定例会は下記の日程で行われました。

月 

日

曜
日

内　
　
容

６
月
４
日
木

開
会
、

会
期
の
決
定
、

提
案
理
由
の
説
明

11
日
木

会
派
代
表
総
括
質
疑
、

議
案
各
委
員
会
付
託
、

請
願
委
員
会
付
託

15
日
月
総
務
常
任
委
員
会

16
日
火
教
育・民
生
常
任
委
員
会

17
日
水
都
市・経
済
常
任
委
員
会

22
日
月
一
般
質
問

23
日
火
一
般
質
問

24
日
水

一
般
質
問

委
員
長
報
告
に
対
す
る

質
疑・討
論・採
決
、

発
議
審
議
、閉
会

浦安市指定無形文化財の浦安細川流投網

議
員
発
議
３
件
お
よ
び
９
議
案
を
審
議
し
、

そ
れ
ぞ
れ
可
決

議
員
と
市
職
員
と
の
適
正
な
関
係
の
確
保
及
び

再
発
防
止
に
関
す
る
決
議
を
議
員
発
議
し

全
員
賛
成
で
可
決

　
令
和
８
年
第
２
回
定
例
会
を
、
６
月
４
日
よ
り
６
月
24
日
ま
で
開
催
し
ま
し
た
。

　
今
定
例
会
で
は
、
市
長
か
ら
提
出
の
あ
っ
た
補
正
予
算
１
件
、
条
例
の
一
部
改
正
７
件
、

認
定
１
件
を
審
議
し
、
９
議
案
を
可
決
し
た
ほ
か
、
議
員
発
議
が
3
件
あ
り
可
決
し
ま
し
た
。

第２回定例会

「カタログポケット」は、スマートフォンアプリやパソコンまたはスマートフォンなどのブラウザで 
ご利用になれます。

うらやす議会だよりを
市議会ホームページと「カタログポケット」で配信

市議会ホームページ
https：//urayasu.gsl-service.net/

カタログポケット
https://www.catapoke.com/popular/

議
員
の
表
彰

　
全
国
市
議
会
議
長
会
か
ら
議
員
勤
続

15
年
の
表
彰
状
及
び
全
国
市
議
会
議
長

会
評
議
員
の
感
謝
状
が
授
与
さ
れ
ま
し

た
。

（
勤
続
15
年
表
彰
）

　
　
　
　
　
水
野　
　
実　
氏

　
　
　
　
　
柳　
毅
一
郎　
氏

　
　
　
　
　

（
評
議
員
の
感
謝
状
）

　
　
　
　
　
柳　
毅
一
郎　
氏
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一 般 質 問
　今定例会では、６月22・23・24日の３日間にわたり、13人の議
員が質問し、市政全般に対して活発な論議を展開しました。ここ
では、質問者順にその一部を掲載いたします。

　
保
健
所
分
室
の
誘
致
の
進
捗
に

つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
も
議
会
で

質
問
・
質
疑
が
あ
っ
た
が
、
改
め
て
こ

れ
ま
で
の
取
組
状
況
や
今
後
の
見
通
し

を
確
認
し
た
く
質
問
す
る
。

　
市
川
保
健
所
分
室
の
誘
致
に
向
け
て

の
進
捗
、
協
議
状
況
、
取
組
に
つ
い
て

伺
い
た
い
。

　
健
康
こ
ど
も
部
長　
保
健
所
機

能
の
本
市
へ
の
誘
致
に
つ
い
て
は
、

千
葉
県
と
の
協
議
を
令
和
７
年
度
に
再

開
し
、
令
和
８
年
５
月
ま
で
に
合
わ
せ

て
５
回
の
協
議
を
行
っ
て
き
て
い
る
。

　
現
在
、
保
健
所
の
一
部
業
務
に
つ
い

て
の
申
請
窓
口
を
、
令
和
９
年
度
に
市

役
所
内
に
設
置
で
き
る
よ
う
県
と
協
議

を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
令
和

８
年
５
月
よ
り
千
葉
県
に
研
修
生
を
派

遣
し
て
い
る
。

問
地
域
医
療
お
よ
び
保
健

地
域
医
療
お
よ
び
保
健

体
制
に
つ
い
て

体
制
に
つ
い
て

答

斉
藤
　

哲

（
自
由
民
主
党
・　

 

無
所
属
ク
ラ
ブ
）

　
第
３
次
実
施
計
画
で
は
地
域
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
再
構
築
が
掲
げ
ら

れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
現
在
の
地
域
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
取
り
巻
く
情
勢
や
地
域

活
動
へ
の
市
民
参
加
の
重
要
性
に
つ
い

て
市
の
認
識
を
伺
い
た
い
。

　
企
画
部
長　
近
年
の
社
会
情
勢

や
人
口
構
造
の
変
化
な
ど
に
よ
り
、

様
々
な
地
域
課
題
を
行
政
の
み
で
解
決

す
る
こ
と
は
困
難
な
状
況
で
あ
る
。
多

様
化
、
複
雑
化
す
る
地
域
課
題
に
対
応

し
、
活
力
あ
る
地
域
社
会
を
形
成
す
る

た
め
に
は
、
市
民
が
積
極
的
に
地
域
活

動
に
参
加
し
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
活

性
化
す
る
と
と
も
に
、
ま
ち
づ
く
り
に

主
体
的
に
関
わ
る
こ
と
が
今
後
よ
り
一

層
重
要
に
な
る
も
の
と
認
識
し
て
い
る
。

交
流
が
生
む
魅
力
あ
ふ
れ

交
流
が
生
む
魅
力
あ
ふ
れ

る
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て

る
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て

上
野
賢
一

（
公
明
党
）

問答

　
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
使
っ
た
い
じ
め
問
題

が
覚
知
さ
れ
た
と
き
、
学
校
現
場

と
教
育
委
員
会
の
連
携
、
場
合
に
よ
っ

て
は
法
的
措
置
を
含
め
た
対
応
、
報
告

体
制
や
相
談
等
が
ど
の
よ
う
に
行
わ
れ

る
の
か
伺
い
た
い
。

　

教
育
総
務
部
長　

い
じ
め
に

対
す
る
学
校
の
対
応
等
に
つ
い
て

は
、
正
確
な
事
実
関
係
の
把
握
に
努
め
、

事
実
に
基
づ
き
加
害
児
童
・
生
徒
に
対

す
る
指
導
を
行
う
と
同
時
に
、
被
害
児

童
・
生
徒
の
安
全
確
保
及
び
精
神
的
ケ

ア
を
行
っ
て
い
る
。
学
校
で
は
い
じ
め
防

止
基
本
方
針
を
定
め
、
校
内
の
い
じ
め

対
策
組
織
で
情
報
を
共
有
し
、
法
に
の

っ
と
り
適
切
に
対
応
し
て
い
る
。
事
案

発
生
時
に
は
教
育
委
員
会
へ
の
報
告
を

行
い
、
法
的
措
置
へ
の
対
応
も
含
め
、
指

導
・
助
言
を
得
な
が
ら
対
応
し
て
い
る
。

こ
ど
も
を
取
り
巻
く

こ
ど
も
を
取
り
巻
く

課
題
に
つ
い
て

課
題
に
つ
い
て

末
益
隆
志

（
無
会
派
）

問答

　
本
市
の
紙
お
む
つ
給
付
事
業
の

市
単
独
事
業
は
、月
６
０
０
０
円
以

内
無
料
、超
え
た
分
は
有
料
と
し
て
お
り
、

２
０
２
２
年
９
月
１
日
に
制
度
内
容
が

変
更
に
な
っ
た
当
初
か
ら
、「
毎
月
足
り
な

い
」「
元
に
戻
し
て
ほ
し
い
」と
い
う
要
望

が
あ
る
。２
０
２
１
年
度
ま
で
は
上
限
額

は
な
か
っ
た
と
認
識
し
て
い
る
。高
齢
者

と
障
が
い
者
の
紙
お
む
つ
の
上
限
額
を
、

障
が
い
者
の
国
・
県
事
業
や
高
齢
者
の
病

院
患
者
助
成
と
同
額
の
１
万
２
０
０
０

円
ま
で
引
き
上
げ
る
こ
と
が
緊
急
的
に

必
要
と
感
じ
る
。市
の
考
え
を
伺
い
た
い
。

　
福
祉
部
長　
紙
お
む
つ
給
付
事

業
は
、
助
成
額
の
引
上
げ
に
関
す

る
市
民
か
ら
の
要
望
等
は
寄
せ
ら
れ
て

お
ら
ず
、
契
約
事
業
者
も
価
格
改
定
は

行
っ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
現
時
点
で

は
緊
急
的
な
支
援
を
行
う
考
え
は
な
い
。

長
引
く
物
価
高
、ナ
フ
サ
供
給
不
足
、酷
暑

長
引
く
物
価
高
、ナ
フ
サ
供
給
不
足
、酷
暑

か
ら
市
民
・
事
業
者
を
守
る
施
策
に
つ
い
て

か
ら
市
民
・
事
業
者
を
守
る
施
策
に
つ
い
て

問答

田
村
李
瑠

（
無
会
派
）

　
境
川
河
口
部
は
、
両
脇
を
総
合

公
園
と
高
洲
海
浜
公
園
に
囲
ま
れ

た
貴
重
な
水
辺
で
あ
る
。
Ｐ
Ｆ
Ｉ
予
定

地
を
単
体
で
は
な
く
こ
の
両
公
園
と
一

体
と
捉
え
る
と
、
水
辺
の
重
な
り
と
し

て
の
可
能
性
は
さ
ら
に
広
が
る
。
市
は
、

こ
の
貴
重
な
エ
リ
ア
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

を
立
地
、
水
辺
と
し
て
の
価
値
、
歴
史

性
の
面
か
ら
ど
う
捉
え
て
い
る
の
か
認

識
を
伺
い
た
い
。

　
都
市
整
備
部
長　
境
川
河
口
部

エ
リ
ア
に
つ
い
て
は
、
水
際
線
に

位
置
す
る
地
区
の
特
性
を
生
か
し
な
が

ら
、
隣
接
す
る
総
合
公
園
を
含
め
た
エ

リ
ア
全
体
の
質
の
向
上
を
図
る
こ
と
に

よ
り
、
さ
ら
な
る
魅
力
の
向
上
と
に
ぎ

わ
い
の
創
出
が
期
待
で
き
る
ポ
テ
ン
シ

ャ
ル
が
あ
る
も
の
と
考
え
る
。

問
境
川
河
口
部
エ
リ
ア
の
グ
ラ

境
川
河
口
部
エ
リ
ア
の
グ
ラ

ン
ド
デ
ザ
イ
ン
に
つ
い
て

ン
ド
デ
ザ
イ
ン
に
つ
い
て

答

美
勢
麻
里

（
無
会
派
）

　
植
栽
管
理
業
務
に
お
け
る
振
替

業
者
の
報
告
内
容
が
実
態
と
、
事

実
と
は
異
な
っ
た
形
で
記
載
さ
れ
、
そ

れ
が
市
に
報
告
さ
れ
た
と
い
う
こ
と
の

よ
う
で
あ
る
が
、
こ
の
事
実
に
対
し
て

市
は
ど
の
よ
う
な
認
識
、
そ
し
て
こ
の

事
業
者
に
対
し
て
ど
の
よ
う
な
対
応
を

し
た
の
か
、
す
る
予
定
な
の
か
、
伺
い

た
い
。

　
都
市
整
備
部
長　
受
託
者
か
ら

提
出
さ
れ
た
出
来
高
数
量
報
告
書

に
事
実
と
異
な
る
記
載
が
あ
っ
た
こ
と

へ
の
対
応
に
つ
い
て
は
、
令
和
６
年
度

か
ら
市
内
事
業
者
を
年
度
初
め
に
招
集

し
、
仕
様
書
の
読
み
合
わ
せ
や
報
告
書

の
作
成
に
関
す
る
指
導
を
実
施
す
る
な

ど
、
再
発
防
止
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。

問
３
月
３
月
2727
日
千
葉
地
裁
判

日
千
葉
地
裁
判

決
に
つ
い
て

決
に
つ
い
て

答

広
瀬
明
子

（
無
会
派
）

　
公
共
施
設
の
再
編
は
、
子
ど
も

か
ら
高
齢
者
ま
で
が
安
心
し
て
集

い
、
支
え
合
い
、
地
域
に
愛
着
と
誇
り

を
持
て
る
温
か
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
ど

う
築
い
て
い
く
の
か
と
い
う
、
そ
の
地

域
の
将
来
を
左
右
す
る
政
策
選
択
と
言

え
る
。
こ
う
し
た
観
点
か
ら
初
め
に
、

市
の
人
口
増
加
に
つ
い
て
、
こ
の
10
年

間
で
増
加
し
て
い
る
地
域
を
字
で
３
件

ま
で
伺
い
た
い
。
ま
た
、
そ
れ
ぞ
れ
の

字
の
増
加
要
因
に
つ
い
て
も
伺
い
た
い
。

　
企
画
部
長　
過
去
10
年
に
お
け

る
人
口
増
加
数
を
平
成
29
年
３
月

末
と
令
和
８
年
３
月
末
の
住
民
基
本
台

帳
人
口
で
比
較
す
る
と
、
高
洲
、
北
栄
、

富
士
見
の
順
で
高
く
な
っ
て
い
る
。

　
増
加
要
因
と
し
て
は
、
主
に
住
宅
開

発
に
よ
る
も
の
と
捉
え
て
い
る
。

問
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の

再
構
築
に
つ
い
て

再
構
築
に
つ
い
て

答

一
瀬
健
二

（
公
明
党
）

　
市
は
、
境
川
河
口
部
エ
リ
ア
整

備
事
業
に
お
い
て
、
Ｐ
ａ
ｒ
ｋ-

Ｐ
Ｆ
Ｉ
等
の
官
民
連
携
手
法
を
導
入
す

る
主
た
る
目
的
と
、
ど
の
よ
う
な
考
え

方
で
最
適
な
手
法
を
選
択
し
た
の
か
、

市
の
考
え
を
伺
い
た
い
。

　
都
市
整
備
部
長　
民
間
活
力
を

導
入
す
る
主
た
る
目
的
と
し
て
は
、

境
川
河
口
部
エ
リ
ア
の
さ
ら
な
る
魅
力

の
向
上
と
に
ぎ
わ
い
の
創
出
が
図
れ
る

と
考
え
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
ま
た
、
最
適
な
官
民
連
携
手
法
に
つ

い
て
は
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
や
財

政
削
減
効
果
な
ど
総
合
的
に
勘
案
し
て
、

Ｐ
ａ
ｒ
ｋ-

Ｐ
Ｆ
Ｉ
、
デ
ザ
イ
ン
ビ
ル

ド
方
式
、
指
定
管
理
者
制
度
を
組
み
合

わ
せ
る
事
業
ス
キ
ー
ム
と
し
た
も
の
で

あ
る
。

問
魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り

魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り

に
つ
い
て

に
つ
い
て

答

橋
爪
雄
輔

（
自
由
民
主
党
・　

 

緑
風
会
）

　
今
年
度
、
市
内
中
学
校
の
う
ち

１
校
の
み
体
育
祭
が
平
日
開
催
と

な
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
、
校
長
判
断
に

至
っ
た
理
由
や
基
準
を
市
と
し
て
ど
の

よ
う
に
把
握
し
、そ
の
理
由
が
保
護
者・

生
徒
に
十
分
伝
わ
っ
て
い
る
か
を
ど
の

よ
う
に
確
認
し
て
い
る
の
か
伺
い
た
い
。

　
教
育
総
務
部
長　
中
学
校
の
体

育
祭
に
つ
い
て
は
、
各
学
校
が
学

校
行
事
全
体
の
計
画
を
踏
ま
え
て
実
施

日
を
決
定
し
て
お
り
、
平
日
開
催
を
選

択
し
た
学
校
か
ら
は
、
Ｐ
Ｔ
Ａ
な
ど
と

協
議
を
し
決
定
し
た
も
の
と
聞
い
て
い

る
。

　
ま
た
、
周
知
に
つ
い
て
は
、
学
校
だ

よ
り
な
ど
を
通
じ
て
開
催
日
な
ど
を
保

護
者
に
周
知
し
て
お
り
、
理
解
は
い
た

だ
い
て
い
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

輝
か
し
い
未
来
を
織
り
な

輝
か
し
い
未
来
を
織
り
な

す
こ
ど
も
た
ち
に
つ
い
て

す
こ
ど
も
た
ち
に
つ
い
て

工
藤
由
紀
子

（
市
民
の
会
）

問答

　
第
１
次
・
第
２
次
行
政
運
営
刷

新
計
画
を
通
じ
て
、
市
と
し
て
ど

の
よ
う
な
成
果
が
あ
っ
た
と
評
価
し
て

い
る
の
か
。
ま
た
、
残
さ
れ
た
課
題
の

認
識
と
、
そ
れ
を
第
３
次
行
政
運
営
刷

新
計
画
に
ど
の
よ
う
に
反
映
し
た
の
か

伺
い
た
い
。

　
総
務
部
長　
第
１
次
・
第
２
次

の
計
画
で
は
、
全
て
の
事
業
を
総

点
検
す
る
中
で
、
補
助
金
や
イ
ベ
ン
ト
、

指
定
管
理
施
設
の
見
直
し
、
新
た
な
財

源
と
し
て
ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ

を
活
用
し
た
資
金
調
達
、
オ
ン
ラ
イ
ン

利
用
率
の
向
上
に
取
り
組
む
な
ど
、
一

定
の
成
果
が
あ
っ
た
も
の
と
考
え
る
。

一
方
で
、
社
会
環
境
が
著
し
く
変
化
し

て
い
る
中
で
、
急
速
な
デ
ジ
タ
ル
化
へ

の
対
応
な
ど
見
直
し
の
必
要
性
が
生
じ
、

第
３
次
計
画
で
は
、
こ
れ
ら
の
点
を
重

点
事
項
に
設
定
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

第
３
次
行
政
運
営
刷
新
計
画
に

第
３
次
行
政
運
営
刷
新
計
画
に

基
づ
く
行
政
改
革
に
つ
い
て

基
づ
く
行
政
改
革
に
つ
い
て

広
田
尚
大

（
市
民
の
会
）

問答

　
本
市
の
在
宅
医
療
体
制
は
一
定

程
度
整
っ
て
い
る
が
、
医
療
依
存

度
の
高
い
方
を
在
宅
で
支
え
る
体
制
の

維
持
は
必
ず
し
も
容
易
で
は
な
い
と
聞

い
て
い
る
。
医
療
依
存
度
の
高
い
方
の

在
宅
生
活
を
ど
の
よ
う
に
支
え
ら
れ
て

い
る
か
市
の
現
状
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

　
福
祉
部
長　
医
療
依
存
度
の
高

い
方
が
住
み
慣
れ
た
生
活
の
場
で

自
分
ら
し
い
生
活
を
続
け
る
た
め
に
は
、

地
域
の
医
療
・
介
護
の
関
係
機
関
が
連

携
し
て
、
包
括
的
か
つ
継
続
的
な
在
宅

医
療
・
介
護
の
提
供
を
行
う
こ
と
が
必

要
と
考
え
る
。
本
市
に
お
い
て
在
宅
で

の
生
活
を
希
望
す
る
方
は
、
訪
問
看
護

や
訪
問
診
療
を
中
心
に
、
看
護
小
規
模

多
機
能
型
居
宅
介
護
や
他
の
介
護
サ
ー

ビ
ス
を
組
み
合
わ
せ
て
利
用
す
る
な
ど
、

在
宅
で
の
生
活
を
継
続
で
き
て
い
る
も

の
と
認
識
し
て
い
る
。

問
在
宅
生
活
を
支
え
る
在
宅
医

在
宅
生
活
を
支
え
る
在
宅
医

療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て

療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て

答

川
野
辺
則
章

（
無
会
派
）

　
独
り
暮
ら
し
や
高
齢
者
の
み
の

世
帯
で
家
族
が
遠
方
に
住
ん
で
い

る
場
合
、
ま
た
、
地
域
と
の
つ
な
が
り

が
薄
い
場
合
に
は
、
認
知
症
初
期
の
変

化
に
気
づ
く
こ
と
が
難
し
く
な
る
。

　
こ
う
し
た
世
帯
に
お
け
る
認
知
機
能

の
低
下
を
初
期
の
段
階
で
把
握
す
る
こ

と
に
つ
い
て
、
市
は
現
状
と
課
題
を
ど

の
よ
う
に
捉
え
て
い
る
の
か
伺
い
た
い
。

　
福
祉
部
長　
現
状
で
は
、
単
身

高
齢
者
や
高
齢
者
の
み
世
帯
に
限

っ
た
こ
と
で
は
な
い
が
、
民
生
委
員
の

ほ
か
、
金
融
機
関
や
ス
ー
パ
ー
、
コ
ン

ビ
ニ
な
ど
の
地
域
に
お
い
て
、
高
齢
者

と
関
わ
り
の
あ
る
方
々
と
地
域
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー
の
連
携
に
よ
り
把
握
に
努

め
て
い
る
。
一
方
で
、
家
族
や
地
域
と

の
つ
な
が
り
が
希
薄
な
場
合
は
、
認
知

機
能
の
変
化
に
気
づ
か
れ
に
く
い
こ
と

が
課
題
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
る
。

問
予
防
医
療
推
進
の
健
康

予
防
医
療
推
進
の
健
康

施
策
に
つ
い
て

施
策
に
つ
い
て

答

中
村
理
香
子

（
公
明
党
）

　
令
和
７
年
度
主
要
３
駅
の
市
営

自
転
車
駐
車
場
の
定
期
及
び
一
時

利
用
の
施
設
数
、
収
容
台
数
及
び
収
容

率
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

　
市
民
経
済
部
長　
浦
安
駅
周
辺

で
定
期
利
用
が
可
能
な
施
設
は
10

施
設
、
収
容
台
数
は
４
７
７
６
台
、
収

容
率
は
約
55
％
、
一
時
利
用
が
可
能
な

施
設
は
８
施
設
、
収
容
台
数
は
１
８
９

６
台
で
稼
働
率
は
約
１
０
３
％
。
新
浦

安
駅
周
辺
で
定
期
利
用
が
可
能
な
施
設

は
７
施
設
、
収
容
台
数
は
８
９
７
５
台
、

収
容
率
は
約
45
％
、
一
時
利
用
が
可
能

な
施
設
は
11
施
設
、
収
容
台
数
は
１
５

８
９
台
、
稼
働
率
は
約
１
１
８
％
。
舞

浜
駅
周
辺
で
定
期
利
用
が
可
能
な
施
設

は
３
施
設
、
収
容
台
数
は
２
６
２
０
台
、

収
容
率
は
約
50
％
、一
時
利
用
が
可
能
な

施
設
は
１
施
設
、
収
容
台
数
は
５
２
０

台
で
稼
働
率
は
約
43
％
と
な
っ
て
い
る
。

問
自
転
車
の
利
用
に
つ
い
て

自
転
車
の
利
用
に
つ
い
て

答

岡
本
善
徳

（
市
民
の
会
）
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会 派 代 表会 派 代 表
総 括 質 疑総 括 質 疑

　今定例会では、６月11日の本会議において、１人の議員が会派を
代表して質疑を行いました。
　ここでは、質疑およびその答弁の要旨について、掲載いたします。

専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に
つ

い
て
（
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
の
制
定
に
つ
い
て
）

　
条
例
改
正
の
主
な
内
容
に
つ
い

て
伺
い
た
い
。

　

市
長　
改
正
の
主
な
内
容
は
、
軽

自
動
車
税
環
境
性
能
割
が
令
和
８

年
３
月
31
日
で
廃
止
さ
れ
る
こ
と
に
伴

い
、
軽
自
動
車
税
種
別
割
の
名
称
変
更

等
、
関
係
規
定
の
整
理
を
行
い
、
排
出

ガ
ス
性
能
及
び
燃
費
性
能
に
優
れ
た
軽

自
動
車
に
つ
い
て
、
軽
自
動
車
税
の
税

率
を
軽
減
す
る
特
例
措
置
の
適
用
期
限

を
２
年
間
延
長
す
る
も
の
で
あ
る
。

専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に
つ

い
て
（
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て
）

　
今
回
、
基
礎
課
税
額
に
係
る
課

税
限
度
額
を
へ
引
き
上
げ
て
い
る
。

　
本
市
に
お
い
て
、
影
響
を
受
け
る
世

帯
数
及
び
影
響
額
の
見
込
み
、
そ
し
て

市
と
し
て
ど
の
よ
う
に
認
識
し
て
い
る

の
か
、
併
せ
て
伺
い
た
い
。

　

副
市
長　
今
回
の
改
正
に
よ
り
影

響
を
受
け
る
世
帯
数
は
、
４
７
０

世
帯
を
見
込
ん
で
い
る
。
ま
た
、
市
財

政
へ
の
影
響
額
に
つ
い
て
は
、
約
４
百

万
円
の
税
収
増
を
見
込
ん
で
お
り
、
こ

れ
に
よ
り
一
般
会
計
か
ら
の
い
わ
ゆ
る

赤
字
補
塡
目
的
の
繰
入
金
に
つ
い
て
は
、

同
額
分
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

見
込
み
で
あ
る
。
次
に
、
負
担
増
と
な

る
こ
と
へ
の
市
の
認
識
に
つ
い
て
で
あ

る
が
、
高
齢
化
の
進
展
な
ど
に
よ
り
医

療
費
が
増
加
す
る
中
、
国
民
健
康
保
険

制
度
の
安
定
的
な
運
営
に
必
要
な
保
険

税
収
を
確
保
し
つ
つ
、
課
税
限
度
額
の

超
過
世
帯
の
割
合
の
上
昇
を
抑
制
す
る

た
め
、
基
礎
課
税
額
に
係
る
課
税
限
度

額
を
引
き
上
げ
る
地
方
税
法
施
行
令
の

改
正
が
行
わ
れ
た
と
認
識
し
て
い
る
。

　
物
価
高
騰
が
続
く
中
、
高
所
得
層
の

方
に
は
よ
り
多
く
の
ご
負
担
を
お
願
い

す
る
こ
と
に
は
な
る
が
、
本
市
に
お
い

て
も
同
施
行
令
の
改
正
に
合
わ
せ
て
見

直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
も
の
で
あ
る
。

問問 答答

都市・経済常任委員会
令和8年5月18日（月）～19日（火）
大分県別府市
◦�公募設置管理制度（Park-PFI）を活用した公園

整備の取り組みについて
大分県大分市
◦�新たなモビリティサービス事業について

教育・民生常任委員会
令和8年5月20日（水）～21日（木）
佐賀県佐賀市
◦�5歳児健診について
福岡県福岡市
◦�セーフケアについて

総務常任委員会
令和8年5月11日（月）～12日（火）
大阪府和泉市
◦�人事給与制度改革実行プランについて
大阪府大阪市
◦�生きた建築ミュージアム事業について

各
常
任
委
員
会
の
行
政
視
察

自
由
民
主
党
・
緑
風
会

自
由
民
主
党
・
緑
風
会

　今定例会で、所管の委員会に付託された各議案等は、６月15日の総
務常任委員会、６月16日の教育・民生常任委員会、６月17日の都市・
経済常任委員会でそれぞれ審査しました。
　ここでは、主な議案の質疑およびその答弁の要旨について、掲載い
たします。

各常任委員会各常任委員会のの
審審｜査査｜かか｜らら

総
務
常
任
委
員
会

総
務
常
任
委
員
会

市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の

制
定
に
つ
い
て

　
固
定
資
産
税
の
免
税
点
の
見
直

し
に
よ
っ
て
減
収
が
見
込
ま
れ
る

と
の
こ
と
だ
が
、
家
屋
に
つ
い
て
は
20

万
円
か
ら
30
万
円
へ
、
償
却
資
産
に
つ

い
て
は
１
５
０
万
円
か
ら
１
８
０
万
円

へ
免
税
点
が
引
き
上
げ
ら
れ
る
が
、
課

税
対
象
外
と
な
る
件
数
と
減
収
見
込
額

に
つ
い
て
、
現
時
点
で
ど
の
よ
う
に
試

算
し
て
い
る
の
か
伺
い
た
い
。

　
免
税
点
を
引
き
上
げ
た
場
合
の　

固
定
資
産
税
の
影
響
額
や
対
象
者

に
つ
い
て
は
、
令
和
８
年
度
当
初
課
税

を
基
に
試
算
し
た
と
こ
ろ
、
家
屋
で
約

10
万
円
、
償
却
資
産
で
約
１
９
０
万
円
、

合
計
で
約
２
０
０
万
円
の
減
額
が
見
込

ま
れ
、
引
上
げ
に
よ
り
免
税
点
未
満
と

な
る
納
税
義
務
者
は
約
１
０
０
人
、
内

訳
は
、
個
人
が
約
30
人
、
法
人
が
約
70

社
増
加
す
る
見
込
み
と
な
っ
て
い
る
。

教
育・民
生
常
任
委
員
会

教
育・民
生
常
任
委
員
会

介
護
保
険
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
の
制
定
に
つ
い
て

　
今
回
の
減
額
措
置
は
令
和
７
年

度
に
住
民
税
が
非
課
税
だ
っ
た
方

で
、
特
例
的
な
措
置
に
よ
っ
て
令
和
８

年
度
分
の
介
護
保
険
料
が
上
が
る
方
が

対
象
だ
と
理
解
し
て
い
る
。
そ
こ
で
今

回
の
減
額
対
象
者
に
つ
い
て
、
本
市
で

は
何
人
ほ
ど
見
込
ん
で
い
る
の
か
、
ま

た
、
減
額
さ
れ
る
総
額
も
伺
い
た
い
。

　
保
険
料
の
算
出
に
は
、
第
１
号

被
保
険
者
本
人
の
状
況
だ
け
で
な

く
、
世
帯
の
課
税
、
非
課
税
、
ま
た
所

得
の
状
況
も
必
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

現
時
点
で
算
出
す
る
こ
と
が
非
常
に
困

難
で
あ
る
が
、
国
の
見
解
で
は
減
額
の

総
額
と
な
る
１
つ
前
の
税
制
改
正
に
よ

る
保
険
料
の
減
収
の
影
響
額
と
し
て
、

全
被
保
険
者
ベ
ー
ス
で
１
％
程
度
を
見

込
ん
で
い
る
の
で
、
金
額
は
、
そ
の
範

囲
内
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
本
市
に

置
き
換
え
る
と
、
令
和
８
年
度
の
当
初

予
算
で
、
現
年
度
分
の
第
１
号
被
保
険

者
保
険
料
の
予
算
額
が
約
22
億
円
で
あ

る
た
め
、
そ
の
１
％
の
約
２
２
０
０
万

円
の
範
囲
内
で
あ
る
と
想
定
で
き
る
。

都
市・経
済
常
任
委
員
会

都
市・経
済
常
任
委
員
会

下
水
道
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定
に
つ

い
て　

本
条
例
の
第
５
条
は
、
下
水
道

事
業
に
従
事
す
る
職
員
の
賠
償
責

任
に
関
す
る
規
定
と
理
解
し
て
い
る
。

　
こ
れ
ま
で
職
員
の
賠
償
責
任
が
問
題

と
な
っ
た
事
案
は
あ
っ
た
の
か
、
ま
た
、

そ
の
う
ち
議
会
の
同
意
を
要
す
る
よ
う

な
案
件
が
あ
っ
た
の
か
伺
い
た
い
。

　
条
例
第
５
条
で
定
め
る
よ
う
な

事
案
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
で
把

握
し
て
い
る
範
囲
で
は
、
実
際
に
適
用

し
た
事
例
は
確
認
し
て
い
な
い
。

　
地
方
自
治
法
の
改
正
に
伴
う
引

用
条
項
の
整
理
の
と
い
う
こ
と
で

理
解
し
た
が
、
下
水
道
事
業
の
運
営
や

使
用
料
に
つ
い
て
、
実
質
的
な
制
度
変

更
や
市
民
の
手
続
へ
の
影
響
は
生
じ
な

い
と
い
う
理
解
で
い
い
か
伺
い
た
い
。

　
今
回
の
改
正
は
、
地
方
自
治
法

の
改
正
に
伴
い
、
条
例
で
引
用
し

て
い
る
条
項
を
整
理
す
る
も
の
で
、
下

水
道
事
業
の
運
営
、
ま
た
使
用
料
や
利

用
の
ル
ー
ル
が
変
わ
る
こ
と
は
な
く
、

下
水
道
の
利
用
に
影
響
は
な
い
。

問問 答答

問問 答答
請願の審査結果

不採択とされたもの

令和８年
請願第１号

決意表明した各項目の履行
を求める請願
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浦
安
市
猫
実
一
丁
目
１
番
１
号

　
浦
安
市
議
会
事
務
局

☎
０
４
７
（
７
１
２
）
６
７
８
８

FAX
０
４
７
（
３
５
１
）
１
１
４
０

う
ら
や
す
議
会
だ
よ
り
編
集
委
員
会

委
員
長　
　
　
小
林　
章
宏

副
委
員
長　
　
橋
爪　
雄
輔

　
水
野　
　
実　
　
上
野　
賢
一

　
深
津　
徳
則　
　
斉
藤　
　
哲

　
広
田　
尚
大

　
本
号
は
、
令
和
８
年
の
第
２
回
定
例

会
に
つ
い
て
編
集
し
ま
し
た
。

　
お
気
づ
き
の
点
や
ご
意
見
が
ご
ざ
い

ま
し
た
ら
、
下
記
ま
で
お
知
ら
せ
く
だ

さ
い
。 ようこそ浦安市議会へ

　令和８年４月１日から令和８年７月31日までの間に、本市の施策等について
他市の議会が行政視察に訪れました。

４／14　福岡県福岡市議会	 庁用自動車の新たな活用法について
７／22　�埼玉県入間郡町村議会議長会	 浦安中学校分教室UMIの取り組みに

ついて

お
　
知
　
ら
　
せ

◦
議
員
の
辞
職
に
つ
い
て

令
和
８
年
６
月
22
日
付
け
で
、

吉
村
啓
治
議
員
が
辞
職
し
ま
し
た
。

◦
会
派
の
解
散
に
つ
い
て

令
和
８
年
６
月
22
日
付
け
で
、

会
派「
立
憲
民
主
党
」が
解
散
し
ま

し
た
。

※�

定
例
会
の
予
定
は
、
議
会
運
営
委
員
会

で
決
定
さ
れ
る
た
め
、
変
更
と
な
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。
決
定
さ
れ
た
日
程
は
、

市
役
所
や
公
民
館
等
に
掲
示
し
、
市
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
公
開
し
ま
す
。

令和８年 第３回定例会の予定
月 

日
曜
日

内　
　
容

９
月１日
火
議
会
運
営
委
員
会

３
日
木
本
会
議

（
提
案
理
由
の
説
明
）

10
日
木
本
会
議

（
会
派
代
表
総
括
質
疑
）

14
日
月
教
育・民
生
常
任
委
員
会

15
日
火
都
市・経
済
常
任
委
員
会

16
日
水
総
務
常
任
委
員
会

24
日
木
本
会
議（
一
般
質
問
）

25
日
金
本
会
議（
一
般
質
問
）

28
日
月
本
会
議（
一
般
質
問
）

29
日
火
本
会
議（
一
般
質
問
）

30
日
水
本
会
議（
一
般
質
問
）

（
質
疑・討
論・採
決
）

議員と市職員との適正な関係の確保及び再発防止に関する決議
　浦安市議会は、市民の信頼と期待に応え得る議会の構築に向け、不
断の努力を行う意思を示すことを目的に、「議会において最も考慮さ
れるべき規範」として、令和４年３月２３日、浦安市議会基本条例（以
下条例）を制定した。
　議会は、二元代表制の下、市民の負託に応える合議制の議事機関と
して、市政に関する意思決定を行い、市長等による行政運営を調査・
監視する責務を負っている（条例第１条・第３条）。また、議員は市
民の代表として、常に資質向上に努め、高い倫理観を持って誠実かつ
公正に職務を遂行しなければならない（条例第４条・第６条）。これ
らは、条例に明記された議員が遵守すべき最も基本的な原則であり、
職責である。
　令和７年６月、議会として、高い倫理性を保持することを目的に、
ハラスメント防止条例を制定する過程において「浦安市議会ハラスメ
ントに関するアンケート調査」を実施した。その回答の中に、市職員
から『議員自らが考えるべき質問内容や文章を市職員に作らせ、職務
放棄にあたる』との趣旨の苦情が寄せられ、市議会全体で問題を共有
していたにもかかわらず、以降も市職員が作成した原稿を用いて質疑
を行っていた事実が明らかとなった。
　本件については、令和８年４月２１日に市長から議長に対し「職員へ
の働きかけについて」の申入れ（浦総第６６号）が提出され、一名の議
員(令和８年６月２２日辞職)が令和7年及び令和８年において、市職員
に対し常任委員会の質疑等の作成を依頼していた事実が判明した。議
会は、市長からの申入れを受け、４月２７日に全員協議会を開催し、本
人から初当選以来、継続して市職員に、一般質問や常任委員会等での
質問・質疑原稿の作成を委ねていた事実を認める趣旨の発言がなされ
た。
　本来、議員は、「市政の課題を把握し、市民福祉の向上を目指す」
ため、自ら調査研究を行い、その成果を議論に反映させるべき役割を
担っている（条例第４条）。自らの根幹たる職務である質問及び質疑
の原稿作成を、監視対象である執行機関の職員に委ねることは、「議
員としての資質向上に不断に努める」という原則を放棄するものであ
り、議員としての職責を自ら否定する行為と言わざるを得ない（条例
第４条第２項第３号）。
　さらに、条例は、議会と市長等が「対等で緊張感のある関係を常に
保持する」ことを求めている（条例第１５条第１項）。市長等を調査・
監視する立場にある議員が、その執行機関に属する市職員に自らの質
問及び質疑の原稿作成を依頼することは議会と執行機関との間に求め
られる健全な緊張関係を損なうものであり、二元代表制の趣旨に照ら
しても極めて不適切な行為である。
　とりわけ、当該行為が長年にわたり継続され、市職員アンケートに
よる指摘や改善を求める声があった後も是正されなかったことは、そ
の責任を極めて重大なものとしている。
　浦安市議会は、本事案を重く受け止めるとともに、議員と市職員と
の適正な関係を確保し、市民からの信頼回復に向け、議会として議員
倫理の向上及び再発防止を徹底することを強く決意する。
　以上、決議する。

　令和８年６月24日
　　　浦　安　市　議　会

義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書
　義務教育費国庫負担制度は、憲法上の要請として、教育の機会均等とその水準の維持向上をめざして、
子どもたちの経済的、地理的な条件や居住地のいかんにかかわらず無償で義務教育を受ける機会を保障し、
かつ、一定水準の教育を確保するという国の責務を果たすものである。
　政府の主導する三位一体の改革の中で、国家財政の悪化から同制度を見直し、その負担を地方に転嫁す
る意図のもとに、義務教育費国庫負担金の減額や制度そのものの廃止も検討された経緯がある。
　地方財政においても厳しさが増している今、同制度の見直しは、義務教育の円滑な推進に大きな影響を
及ぼすことが憂慮される。また、同制度が廃止された場合、義務教育の水準に格差が生まれることは必至
である。
　よって、国においては、21世紀の子どもたちの教育に責任を持つとともに、教育水準の維持向上と地方
財政の安定をはかるため、義務教育費国庫負担制度を堅持するよう強く求める。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

　令和８年６月30日
　　　浦安市議会議長　　柳　　　毅一郎

あて　�内閣総理大臣　様 
財務大臣　様 
文部科学大臣　様 
総務大臣　様

国における令和９年度教育予算拡充に関する意見書
　教育は、憲法・子どもの権利条約の精神に則り、日本の未来を担う子どもたちを心豊かに教え、育てる
という重要な使命を負っている。しかし現在、日本の教育は「いじめ」、「不登校」、小中高生の自殺者
の増加、さらには経済格差から生じる教育格差・子どもの貧困やヤングケアラー等、さまざまな深刻な問
題を抱えている。また、各地で地震や豪雨、台風などの大規模災害が立て続けに発生し、災害からの復興
や防災対策も依然として喫緊の課題である。
　一方、国際化・高度情報化などの社会変化に対応した学校教育の推進や教育環境の整備促進、さまざま
な教育諸課題に対応する教職員定数の確保等が急務である。
　千葉県及び県内各市町村においても、子どもたち一人ひとりの個性を尊重しながら、生きる力と豊かな
人間性の育成をめざしていく必要がある。充実した教育を実現させるためには、子どもたちの教育環境の
整備を一層すすめる必要があり、そのためのさまざまな教育施策の展開には、財政状況の厳しい現状をみ
れば、国からの財政的な支援等の協力が不可欠である。
　そこで、以下の項目を中心に、令和９年度にむけての予算の充実をしていただきたい。
・災害からの教育復興にかかわる予算の拡充を十分にはかること。
・子どもたち一人ひとりにきめ細やかな指導をするため、公立義務教育諸学校及び公立高等学校等の教職
員定数を改善する計画を早期に策定・実現すること。
・保護者の教育費負担を軽減するために義務教育教科書無償制度を堅持すること。
・現在の経済状況を鑑み、就学援助や奨学金事業にかかわる予算をさらに拡充すること。
・安心して学校生活を送れるよう、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等相談体制を充
実させること。
・多様な学びの場の充実を図り、誰もが学ぶことができる機会を保障するため、必要な予算措置を講じる
こと。
・安全・安心で個別最適な学びを実現する施設環境の整備にむけ、バリアフリー化や、洋式・多目的トイ
レ、空調設備設置等の公立学校施設整備費を充実すること。
・GIGAスクール構想を着実に推進し、学校現場における様々な課題に対応できる環境を整えること。
　など
　国においては、教育が未来への先行投資であり、日本の未来を担う子どもたちに十分な教育を保障する
ことが、国民の共通した使命であることを再認識され、国財政が非常に厳しい状況の中ではあるが、必要
な教育予算を確保することを強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

　令和８年６月30日
　　　浦安市議会議長　　柳　　　毅一郎

あて　�内閣総理大臣　様 
財務大臣　様 
文部科学大臣　様 
総務大臣　様

◇ 

可
決
し
た
発
議
・
意
見
書 

◇
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